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地 域 再 生 計 画 

 
１ 地域再生計画の名称 

  雇用創出拡大プロジェクト 

 
２ 地域再生計画の作成主体の名称 

  石巻市 

 
３ 地域再生計画の区域 

  石巻市の全域 
 
４ 地域再生計画の目標 

４－１ 地域の現状 

    本市は、旧北上川の河口に位置し、平成１７年４月に１市６町が合併して誕生した県下第二の

都市である。 

全国の地方都市と同様に、少子高齢化とともに人口減少が昭和６０年頃から始まり、さらには

平成２３年３月の東日本大震災による人口流出という２つの人口減少が重なる危機的な状況に

直面することとなった。 

東日本大震災以降は、平成２３年１２月に策定した「石巻市震災復興基本計画」を「石巻市総

合計画」とともに市政運営の最上位計画と位置づけ、復旧・再生を乗り越える新たな産業創出や

減災のまちづくりなどを推進しながら、快適で住みやすく、市民の夢や希望を実現する「新しい

石巻」の創造を目指して、東日本大震災からの復旧・復興に取り組んできた。 

現在は、引き続き東日本大震災からの復興のため、必要なハード事業と被災された方々に対す

るきめ細やかな支援に取り組むとともに、復興特需後の地域活性化や、人口減少・少子高齢化対

策、持続可能な地域社会づくりなどの諸課題の解決に取り組み、魅力的な地域づくりに向けた取

組を進めているところである。 

 

４－２ 地域の課題 

    本市は、北上川流域の肥沃な耕土を有するとともに、石巻漁港における震災前の漁獲量が１２

万トンを超える等、農林水産業を基幹産業としており、関連産業の集積も進んでいた。しかしな

がら、これらの産業が甚大な被害を受けたことに加えて、その後の人口流出が重なることで、地

域経済の縮小が課題となった。そこで、新規創業や第二創業による起業促進や新たな産業の創出

によって、雇用の拡大、地域経済の活性化を図るため、民間資金の活用を図りながら創業支援補

助事業に取り組んだ結果、これまで目標を超える創業件数を実現し、新規雇用の創出を図ること

ができた。今後、復興特需後の地域活性化や諸課題の解決、魅力的な地域づくりをより一層進め

ていくためには、起業促進等の取組が不可欠であることから、引き続き民間資金の活用を図りな

がら創業支援補助事業を実施する必要がある。 

    また、少子高齢化に対応するため、地域で高齢者を支える地域包括ケアの推進に欠かせない医

療・介護・福祉等の専門職の人材育成・確保策として、民間資金の活用を図りながら奨学金返還

支援事業を実施し、これまで専門職の確保及びＵ・Ｉ・Ｊターン等地元就職の促進に一定程度の
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成果が得られているものの、目標達成には至っていない。今後、令和２年５月開設予定の（仮称）

石巻市ささえあいセンターを拠点に、地域包括ケアの取組を推進するとともに市全域へ展開して

いくためには、必要な人材の育成・確保が不可欠であることから、引き続き民間資金の活用を図

りながら奨学金返還支援事業を実施する必要がある。 

 

４－３ 目標 

令和元年度に実施した市内の高校、大学に通う生徒、学生へのアンケート調査によると、宮城

県内に就職を希望する者は高校生が７９．４％、大学生が４４．０％、その内、市内への就職を

望んでいる高校生が４２．５％、大学生が６．０％となっている。希望する業種や待遇等により

市外に職を求めざるを得ないとする割合は高校生が４２．６％、大学生が１６．５％となってい

る。 

一方、「本市に住みたい」、「将来的に本市に戻り、住みたい」と考える市内の高校生は５５．

０％、大学生は１７．３％となっていることから、これらの若者のうち、本市で進めている「地

域包括ケアシステム」に必要な看護師等の専門職の確保や新たな起業及び第二創業を支援し、本

市の必要とする人材を確保し、就労環境を整えることで、若者の雇用創出の拡大を目指すもので

ある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：学生向け意識・希望調査） 

【高校生】 
設問 4-1 

就職したい企業
の所在地 
N=457 

【高校生】 
設問 4-2 

就職・就業希望
先が市外の理由 

N=251 

【大学生】 
設問 4-1 

就職したい企業
の所在地 
N=116 

【大学生】 
設問 4-2 

就職・就業希望
先が市外の理由 

N=109 

4.市外・県外の企業の
方が通勤に便利 

15、6.0% 

5.出身地（石巻市以外）
に戻って仕事がしたい 

7、2.8% 

6.その他 
21 

8.4% 

2.市外企業の方が給与、
福利厚生等の待遇がよい 

8、7.3% 

4.市外・県外の企業の
方が通勤に便利 

8、7.3% 

6.その他 
11 

10.1% 

無回答 
10 

9.2% 

5.その他 
58 

4.8% 

【高校生】 
設問 5-1 

卒業後の石巻市
での居住意向 

N=1,199 

【大学生】 
設問 6-1 

卒業後の石巻市
での居住意向 

N=116 

5.その他国内 
58 

12.7% 

4.東北地方 
41 

35.3% 

4.その他 
8 

6.9% 

5.その他国内 
20 

17.2% 

計 79.4% 

無回答 
5、4.3% 

1.石巻市内 
194 

42.5% 

3.市外・県外に出たい、
親元から離れたい、 
一人暮らしがしたい 

84、33.5% 

3.その他県内 
71 

15.5% 

計 44.0% 

3.市外・県外に出たい、
親元から離れたい、 
一人暮らしがしたい 

26、23.9% 
5.出身地（石巻市以外）
に戻って仕事がしたい 

36 
33.0% 

1.石巻市内 
7 

6.0% 

4.別の場所に 
住みたい 

436 
36.4% 

2.仙台市 
22 

19.0% 

3.その他県内 
22 

19.0% 

3.別の場所に 
住みたい 

83 
71.6% 

1.就職したい 
業種・職種・雇用形態
の求人が市内にない 

10、9.2% 

2.市外企業の方が給
与、福利厚生等の待遇

がよい 
49、19.5% 

2.仙台市 
98、21.4% 

計 55.0% 
計 17.3% 

2.進学で一旦は離れても
就職時には戻りたい 

57、4.8% 

3.進学、就職で一旦は離れても 
いつかは戻りたい 

277、23.1% 

計 16.5% 

計 42.6% 

1.就職したい 
業種・職種・雇用形態の

求人が市内にない 
58、23.1% 

1.石巻市に住みたい 
325、27.1% 

1.石巻市に住みたい 
9、7.8% 

2.就職等で 
一旦は離れても 

いつかは住みたい 
11、9.5% 

無回答 
46、3.8% 

4.東北地方 
21 

4.6% 

6.国外 
3 

0.7% 

無回答 
3 

2.6% 

6.国外 
1 

0.9% 

無回答 
12 
2.6% 

無回答 
17、6.8% 
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【数値目標】 

事業 奨学金返還支援事業 

年 月 
ＫＰＩ 

看護師、保健師、介護サービスの専門的職

業の有効求人倍率 1.50以下 

申請時 3.2 平成 28年 3月 

初年度 2.6 平成 29年 3月 

２年目 2.0 平成 30年 3月 

３年目 1.5 平成 31年 3月 

４年目 1.5 令和 2年 3月 

５年目 1.5 令和 3年 3月 

 

事業 創業支援補助事業 
年 月 

ＫＰＩ 創業件数 

申請時 15件 平成 28年 3月 

初年度 10件 平成 29年 3月 

２年目 10件 平成 30年 3月 

３年目 10件 平成 31年 3月 

４年目 10件 令和 2年 3月 

５年目 10件 令和 3年 3月 

 

５ 地域再生を図るために行う事業 

５－１ 全体の概要 

   ５－２（３）に記載 

 

５－２ 第５章の特別の措置を適用して行う事業 

まち・ひと・しごと創生寄附活用事業に関連する寄附を行った法人に対する特例（内閣府） 

【Ａ２００７】 

（１）事業名：① 奨学金返還支援事業 

② 創業支援補助事業 

 

（２）事業区分：人材の育成・確保 

  

（３）事業の目的・内容 

  （目的） 

本市では、医師会などの関係機関とともに医療と介護の連携により、住民が支え合いながら、

支援が必要になっても住み慣れた地域で暮らし続けることができる「地域包括ケアシステム」の

構築に取り組んでおり、看護師、保健師、介護サービス等の就労者を増やし、安定したシステム

の構築を図るものである。 

また、地域における創業者の支援を行い、起業率の向上による本市産業の活性化及び雇用の確

保を図り、本市における地域経済の拡大と新たな産業の創出を支援するものである。 
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  （事業の内容） 

① 奨学金返還支援事業 

奨学金の貸与を受け修学した者が、石巻市が指定する資格（看護師、保健師、理学療法士等）

を取得し、卒業後に石巻市内に居住し、かつ、就労した場合において、その者が借り入れた奨

学金の返還金額の一部（申請年度内に返還した奨学金の額（上限額２０万円））について、「石

巻市奨学金返還支援事業助成金交付要綱」に基づき交付することで、地域包括ケアシステムの

推進に必要となる医療及び福祉に係る人材の確保と定住促進を図るもの。 

   

② 創業支援補助事業 

東日本大震災以降に創業した、若しくは事業継承した個人事業主等を対象に、地域の需要や

雇用を支える事業を興す、もしくは市内において事業を営んでいる中小企業またはＮＰＯ法人

が現状に合わせた業態転換や新分野進出等に取り組む場合、「石巻市創業支援補助金交付要綱」

に基づき、１事業者２００万円を限度に補助を行うことで、若い世代が安定して就労できる環

境を目指すもの。 

     なお、審査、交付決定については、創業支援者及びアドバイザー等で組織された「石巻市創

業支援事業者連携会議」において、書類審査及び申請者本人によるプレゼンテーションにより

事業の独創性、実現可能性、収益性、継続性、資金調達の見込み等に着眼し決定するものであ

る。 

 

 （４）地方版総合戦略における位置付け 

① 奨学金返還支援事業 

若い世代の雇用を促進するため、今後もニーズが高まっていくと予想される医療・介護分野

における人材を誘致・育成し、医療・介護分野の先進現場で若者が活躍できる環境を目指すと

ともに、事業者と協力体制を構築し、就業後の定着を図る事業として位置付けている。 

② 創業支援補助事業 

地域産業の競争力強化の観点から、個人事業主の起業や既存企業の第二創業を促進するため、

復興特区や地方創生特区を積極的に活用し、創業支援補助金等の支援を行うとともに、創業後

の安定経営に向けて、商工会議所等との連携体制のもと、資金調達のための融資あっせん制度

や経営支援員等による相談窓口の活用を促進する。また、市内立地企業が保有する先進的技術

を活用したイノベーションモデルの構築により、新たな産業や雇用の創出を目指す事業として

位置付けている。 

 

（５）事業の実施状況に関する客観的な指標（重要業績評価指標（ＫＰＩ）） 

事業 奨学金返還支援事業 

年 月 
ＫＰＩ 

看護師、保健師、介護サービスの専門的職

業の有効求人倍率 1.50以下 

申請時 3.2 平成 28年 3月 

初年度 2.6 平成 29年 3月 

２年目 2.0 平成 30年 3月 

３年目 1.5 平成 31年 3月 
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４年目 1.5 令和 2年 3月 

５年目 1.5 令和 3年 3月 

 

事業 創業支援補助事業 
年 月 

ＫＰＩ 創業件数 

申請時 15件 平成 28年 3月 

初年度 10件 平成 29年 3月 

２年目 10件 平成 30年 3月 

３年目 10件 平成 31年 3月 

４年目 10件 令和 2年 3月 

５年目 10件 令和 3年 3月 

 

（６）事業費（令和元年度まで）                       （単位：千円） 

奨学金返還支援事業 
年 度 28年度 29年度 30年度 31年度 

事業費計 12,000 24,000 36,000 24,000 

区 分 支援金 12,000 24,000 36,000 24,000 

 

（単位：千円） 

創業支援補助事業 
年 度 28年度 29年度 30年度 31年度 

事業費計 15,000 20,000 20,000 20,000 

区 分 補助金 15,000 20,000 20,000 20,000 

 

（７）寄附の見込額                             （単位：千円） 

奨学金返還支援事業 

年 度 28年度 29年度 30年度 31年度 

事業費計 12,000 24,000 36,000 24,000 

寄附額計 100 100 100 100 

寄附法人 電気工事業 100 100 100 100 

 

（単位：千円） 

創業支援補助事業 

年 度 28年度 29年度 30年度 31年度 

事業費計 30,000 20,000 20,000 20,000 

寄附額計 200 200 200 200 

寄附法人 製紙業 200 200 200 200 

  

（８）事業の評価の方法（ＰＤＣＡサイクル） 

   （評価の手法） 

石巻市まち・ひと・しごと創生総合戦略推進会議において評価・検証を実施し、平成２９年

度以降の実施内容・手法等について改善を行っていくＰＤＣＡサイクルを確立することとする。 
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   （評価の時期・内容） 

     毎年度６月末に石巻市まち・ひと・しごと創生総合戦略推進会議において、各事業の効果検

証を行う。 

 

   （公表の方法） 

     目標の達成状況については、検証後速やかに石巻市公式ＷＥＢサイト上で公表する。 

 

（９）事業期間：平成２８年９月～令和３年３月 

   

 （１０）寄附の金額の目安 

     ２０，５７９千円（令和２年度） 

 

５－３ その他の事業 

該当なし 

 

６ 計画期間 

地域再生計画認定の日から令和３年３月３１日まで 
 

７ 目標の達成状況に係る評価に関する事項 

（評価の手法） 

石巻市まち・ひと・しごと創生総合戦略推進会議において評価・検証を実施し、平成２９年度

以降の実施内容・手法等について改善を行っていくＰＤＣＡサイクルを確立することとする。 

 

  （評価の時期・内容） 

    毎年度６月末に石巻市まち・ひと・しごと創生総合戦略推進会議において、各事業の効果検証

を行う。 

 

  （公表の方法） 

    目標の達成状況については、検証後速やかに石巻市公式ＷＥＢサイト上で公表する。 


